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令和元年度事業評価

市民参画事業

（単位：千円）
施策コード 展開方向 予算額

1
地域自治協議会設立に向けたワー
クショップ

ワークショップ
地域の各種団体関

係者

地域の各種団体関係者が参加し、地域の課題や将来像、
個性等について共通理解を得ることを目的に「地域コ
ミュニティワークショップ」を、また地域自治計画を策
定することを目的に「地域自治計画策定ワークショッ
プ」を開催する。

地域自治協議会設立支援の取組の一つとして、希望す
る地区において、地域で活動する各種団体関係者を対
象に、地域コミュニティワークショップを開催する。
また、地域自治協議会準備交付金の交付対象地区の
内、希望する地区において、地域自治計画策定ワーク
ショップを開催する。

1-01-01 1 1,048

ワークショップの手法を用いることで、
普段の会議では発言されない方の意見も
取り入れることができる。
引き続き、希望のあった地区でワーク
ショップを開催するとともに、市からも
開催を働き掛けていく。

地域づくり推進課

2 もてなしのまちづくりの推進 審議会・委員会等

学識経験者
市民公募委員

もてなしのまちづ
くりに取組む団体

誰もが訪れたくなり、末永く暮らしたくなる魅力あふれ
る奈良市を実現するための“もてなしのまちづくり”を
市、市民、事業者が協働して推進する。“もてなしのま
ちづくり”を総合的かつ計画的に推進するための奈良市
もてなしのまちづくり推進行動計画を実施することによ
り、市民、事業者の取組への参加を促進する。

奈良市もてなしのまちづくり推進行動計画を実施し、
各課にもてなしの意識づけを行うことで、“もてなし
のまちづくり”を市、市民、事業者等で協働して推進
する。

1-01-02 1 74
引き続き、各課に対して、市民、事業者
等と協働してもてなしの取組を行うよう
働きかけていく。

地域づくり推進課

3
ＮＰＯ法人条例指定制度審査委員
会

審議会・委員会等 学識経験者

奈良市内の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）に対する
寄附を促進するために、平成25年4月、「奈良市個人市民
税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動
法人の基準、手続等に関する条例」を施行し、毎年度、
団体を募集し指定を行っていく。

指定団体となる団体を公募し、条例指定制度審査委員
会で審査を行い、新たにＮＰＯ法人を条例で指定して
いく。

1-01-02 1 198
令和元年度は、NPO法人条例指定制度指定
団体を募集したが応募がなかった。引き
続き、毎年募集を行っていく。

地域づくり推進課

4
市民参画及び協働によるまちづく
り審議会

審議会・委員会等
市民公募委員

市民団体の活動者
学識経験者

市民公募による委員を含む審議会を開催し、市民参画及
び協働によるまちづくりの推進に関する重要事項につい
て調査審議する。委員の意見をもとに奈良市市民参画及
び協働によるまちづくり条例、奈良市市民参画及び協働
によるまちづくり推進計画の見直し等を行う。

コミュニティ政策（地域自治協議会の設立）、ＮＰＯ
政策（協働政策提案制度など）を案件として審議会を
開催し、審議会の提言を事業に反映させ、市民参画及
び協働によるまちづくりを推進する。

1-01-02 1 315

市民公募委員の参加により、様々な視点
からの意見を聞くことができ、事業推進
の参考にすることができている。引き続
き、公募委員の参加を得ながら審議会を
開催する。

地域づくり推進課

5
ボランティアインフォメーション
センター運営推進懇話会

審議会・委員会等 学識経験者
ボランティアインフォメーションセンターの運営に関す
る評価及び助言をいただくために、学識経験者等による
第三者で構成する運営推進懇話会を開催する。

評価や助言に基づき、ボランティアインフォメーショ
ンセンターの改善等を行い適正な運営を進めていく。

1-01-02 1 36

学識経験者等の参加により、様々な視点
からの意見を聞くことができ、運営に関
する評価や助言をもらうことができてい
る。引き続き、懇話会を開催し、評価や
助言に基づき、ボランティアインフォ
メーションセンターの改善等を行い適正
な運営を進めていく。

地域づくり推進課

6 公民館運営審議会 審議会・委員会等
市民団体の活動者

学識経験者

社会教育法第２９条に基づき、公民館運営審議会を設置
し、公民館主催事業や公民館活動が真に市民のニーズに
照らしているか、また公民館運営のあり方等について審
議する。

審議会を活性化するため、必要に応じて勉強会等を開
催する。また、全国、近畿、奈良県の各公民館大会へ
参加し、その情報を速やかに共有し、より良い公民館
運営及び各種事業の企画実施について調査審議を行
う。

2-03-01 1 337

審議会を活性化するため、必要に応じて
勉強会等を開催することができている。
今後も公民館運営及び事業企画をより市
民ニーズに即したものにするため、引き
続き審議会を開催する。

地域教育課

7 奈良市文化振興計画 審議会・委員会等
有識者

市民団体の活動者
市民公募委員

奈良市文化振興条例では文化に関する活動を行う者・団
体の自主性・創造性を尊重し、その環境整備を図り、芸
術文化と生活文化双方のつながりを大切にしながら特色
ある文化の育成をめざすことを理念としている。その理
念を実現するため策定した奈良市文化振興計画に基づき
文化政策を推進していく。

文化事業の評価、文化振興補助金の審査、第２次計画
の協議等について審議会を開催し、奈良市における効
果的な文化政策について協議を行う。

2-05-01 1 781

委員による文化施設の視察を行い、さま
ざまな視点から評価いただくことで事業
へのフィードバックができている。引き
続き、審議会を開催し文化政策について
の協議を行う。

文化振興課519

291

令和元年度事業費
課題や効果及び今後の方針 課

決算額

155

0

0

154

0

総合計画上の位置付け
事業名 市民参画の手法 参画する人 事業の概要 令和元年度実施計画
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8 奈良市子ども・子育て会議 審議会・委員会等 市民公募委員

平成２５年３月に「奈良市子ども・子育て会議条例」を
制定し、本市の附属機関として「奈良市子ども・子育て
会議」を設置した。奈良市子どもにやさしいまちづくり
プラン（子ども・子育て支援事業計画）に基づき、子ど
も・子育て支援施策を実施していくとともに、その実施
状況について、地域の子ども・子育て家庭の実情を踏ま
えつつ、点検・評価・見直しを行っていくこと、また、
本市の子ども・子育て支援に関する重要事項について審
議することを目的とする。

本市の子ども・子育て支援施策について、子ども・子
育て会議や専門部会を開催し、施策の内容や計画につ
いて審議・評価を行う。
令和元年度の主な取組としては、計画の平成３０年度
部分に対しての進捗管理の実施及び第二期奈良市子ど
も・子育て支援事業計画の策定を行う予定である。

3-02-01 2 1,246

奈良市で実際に子育てをしている市民公
募委員から、奈良市の子ども・子育て支
援に対する様々な意見をもらうことで、
市民の意見を取組や第二期計画策定に反
映することが出来た。また、今年度は第
二期計画開始年度であるため、これに合
わせて各事業の効率的な進捗管理方法を
再検討する方針である。

子ども政策課

9 奈良市環境審議会 審議会・委員会等
市民公募委員・

学識経験者・産業
団体関係者等

奈良市環境基本条例に基づき、市民・学識経験者・事業
者等で構成される奈良市環境審議会を設置し、環境の保
全と創造に関する基本的事項について調査審議する。

令和元年度は審議会を2回開催し、環境基本計画推進
会議及び環境教育推進会議での取組や評価コメント結
果を審議するほか、奈良市の環境に関する概況や施策
の評価結果をまとめた冊子「奈良市の環境」について
審議する。

4-02-01 1 404

令和元年度は2回会議を開催し、年度当初に計画
していたスケジュールを概ね達成できた。令和2
年度は現状をふまえ審議会の開催を見送り、奈良
市の環境に関する概況や施策の評価結果をまとめ
た冊子「奈良市の環境」の素案や次期環境基本計
画の改訂に関して一同に会する場以外の手法での
審議について検討する。

環境政策課

10 奈良市環境基本計画推進会議 審議会・委員会等 市民・事業者等
市民・事業者等が参加する奈良市環境基本計画推進会議
を開催し、「奈良市環境基本計画（改訂版）中間見直
し」を総合的かつ効果的に推進する。

令和元年度は2回会議を開催し、環境基本計画に関連
する各施策担当課の自己評価に対する意見を求める。
また、次期環境基本計画の改訂に向けたスケジュール
の検討や施策に関する意見を求める。

4-02-01 1 113

令和元年度は2回会議を開催し、年度当初
に計画していたスケジュールを概ね達成
できた。今後は、次期環境基本計画の改
訂に向けたスケジュールの検討や施策に
関する意見を求める予定をしているが、
今年度は会議の開催を見送り、意見聴取
の手法について検討していく。

環境政策課

11 奈良市環境教育推進会議 審議会・委員会等 市民・事業者等

市民・事業者・市（教育委員会も含む）等が参加する奈
良市環境教育推進会議を開催し、市民、地域、学校、市
民活動団体及び事業者と連携した協働による環境教育を
総合的かつ体系的に推進する。

令和元年度は、今後の会議の開催及び環境教育の推進
について検討する。

4-02-01 1 74

当面の間会議の開催を見送り、今後の環
境教育の推進に関する大きな転機が訪れ
た際に会議の開催について検討してい
く。

環境政策課

12
クリーンセンター建設計画策定事
業

審議会・委員会等

市民公募委員
自治連合会の代表

者
市議会議員

学識経験者等

市民のより良い生活環境の形成を目指し、計画的かつ効
率的にクリーンセンターの建設を推進する。

昨年度に引き続き事業が進捗する現実的な方策を早期
に決定する。また、事業の方向性により策定委員会の
あり方について検討する。

4-04-01 2
26,277

(うち、委員
会経費552)

市が主体性を持って建設計画を進め、新
たな建設候補地区の絞り込みを行った。
今後の事業進捗により、策定委員会のあ
り方を決定し、必要に応じて委員構成の
見直しを行う。

クリーンセンター建
設推進課

13 開かれた市政 情報交換・情報提供 市民

情報提供の場として、奈良市のホームページに「市長の
動き」を掲載し、広く市民の方々に市長の公務内容を
知っていただくことで、市政への関心を高めるととも
に、市民参画による「開かれた市政」の実現を目指す。

多くの方が閲覧しやすいシンプルなレイアウトとし、
写真とタイトルのみで内容が伝わるよう改良を行う。
特に周知が必要な行事等はコメントを工夫する。加え
てホームページの更新頻度を上げ、更なるタイムラグ
の短縮をはかる。

7-01-01 1 0

現状の「市長の動き」のページにおいて、音声読
み上げソフトを使用して閲覧しようとする際に、
アクセシビリティの面で改善の余地があることが
年度末に判明した。
今後、より多くの市民が問題なく閲覧できるよ
う、アクセシビリティ改善のため、ホームページ
レイアウトのリニューアルを実施する。

秘書広報課

14 まちかどトーク 説明会・意見交換会

自治会、万年青年
クラブ等の高齢者
団体、小学校PTA、
地域の女性団体

NPO・ボランティア
団体等

市民等が各種テーマから希望するテーマを選び、担当職
員が出向いて、市の施策や制度について説明を行う。

参加団体の中で2番目に多い「自治会」への周知をさ
らに広げるため、今年から全自治会へパンフレット配
布を行う。しかし、昨年度参加者の約70％が60歳以上
であり、若年層への認知度を上げるため、若者がよく
利用するSNS等でも情報発信も進めていく。

7-01-01 1 19

新型コロナウイルスの影響で3月以降の実
施が全てキャンセルになったこともあ
り、参加者合計が昨年度から約130人減。
しかし、約9割が「参考になった」という
感想を占め昨年に引き続き満足度は高
い。

秘書広報課

15 パブリックコメント パブリックコメント 市民等
市の基本的な施策を策定する過程において、その内容そ
の他必要な事項を広く公表し、これらについて市民等か
ら直接に意見及び提言を求める。

市が行おうとしている施策を策定する過程において、
計画等の案を公表し、それに関して市民等からパブ
リックコメント手続きにより出された多様な意見や提
言などを受け付け、寄せられた意見等を考慮して意思
決定を行う。

7-01-01 2 0

市の施策を策定する過程で市民等から意
見を公募することで、市政に市民の意見
を取り入れることができる。市民参画の
ためより広く様々な立場の市民から意見
が集まりやすいような広報や、現行の指
針に基づいた適切な運用を促す。

総務課

19

0

0

551

217

35

5

20,659
(うち、委員

会経費0)
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16 スポーツ推進審議会 審議会・委員会等 学識経験者
スポーツ基本法第31条及び奈良市スポーツ推進審議会条
例に基づき設置し、スポーツ推進計画やその他スポーツ
推進に関する重要事項の調査審議を行う。

年２回の審議会を開催、スポーツ推進に関する審議の
他、奈良市スポーツ推進計画の進捗状況及び成果の確
認、スポーツ基本法第35条に規定するスポーツ団体に
対する補助金の審議を行う。

2-06-01 2 142

審議会において、スポーツ推進に関する
各種審議を行いスポーツ振興の参考とし
ている。
今後も、学識経験者である委員の意見を
得て、奈良市スポーツ推進計画の進捗状
況及び成果の審議、検討を行う。

スポーツ振興課

17 奈良市表彰審査委員会 審議会・委員会等 市民団体の活動者
市政の発展、文化の向上、産業の振興など各般にわたっ
て功績及び善行のあった人を表彰し、その功績を讃え
る。

８月頃に実施し、今年度の被表彰者を答申する。 - - 80

市民団体活動者の参加により、様々な視
点から意見を聴くことができて、事業の
円滑な推進に寄与している。引き続き委
員の参加を得ながら審議会を開催する。

秘書広報課

18 奈良市情報公開審査会 審議会・委員会等
学識経験者

弁護士

奈良市情報公開条例に基づく開示請求等に対して、実施
機関が行った決定に不服申立てがなされた際、公平かつ
客観的な立場でこれを審議すること。その他情報公開制
度にかかわる諮問事案について審議すること。

なし 7-01-01 3 250
奈良市情報公開条例に基づく不服申立て
及び情報公開制度に関する諮問事案につ
いて、専門的見地から審議を行う。

総務課

19 奈良市個人情報保護審議会 審議会・委員会等
学識経験者

弁護士

電子計算機による個人情報の取扱いに関する諮問事案等
について審議すること。奈良市個人情報保護条例に基づ
く開示請求等に対して、実施機関が行った決定に不服申
立てがなされた際、公平かつ客観的な立場でこれを審議
すること。その他個人情報保護にかかわる諮問事案につ
いて審議すること。

なし 7-01-01 3 375

奈良市個人情報保護条例に基づく不服申
立て及び電子計算機の結合等の個人情報
の取扱いに関する諮問事案について、専
門的見地から審議を行う。

総務課

20 男女共同参画推進審議会 審議会・委員会等
市民公募委員
学識経験者

女性団体関係者等

市民公募による委員を含む審議会を開催し、様々な分野
及び立場から選出された委員からの意見を、男女共同参
画社会づくりの施策に反映することを目的とする。

年間１～２回の審議会を開催し、男女共同参画推進に
関する重要事項について審議を行う。

1-02-01 4 200

市民公募委員の参加により、様々な視点からの意
見を聞くことができ、事業推進の参考にすること
ができている。令和2年度には奈良市男女共同参
画計画後期実施計画、奈良市女性活躍推進計画、
ＤＶ防止及び被害者支援基本計画の進捗状況を確
認しながら、各計画の一本化を視野に審議を行っ
ていく。

男女共同参画課

21 奈良市社会福祉審議会 審議会・委員会等
市議会議員、学識
経験者、社会福祉
事業に従事する者

社会福祉法第７条第１項に規定する社会福祉に関する事
項のほか、社会福祉法第12条第１項の規定に基づき、児
童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を調査審議す
る。

民生委員・児童委員の一斉改選に伴い民生委員審査専
門分科会を開催し審査する。

- - 988

民生委員審査専門分科会に様々な立場の
方に出席いただくことで、厳正な審査を
実施することができた。引き続き、その
他の事項についても必要に応じて審査を
実施する。

福祉政策課

22 奈良市地域福祉推進会議 審議会・委員会等

市民団体の活動
者、社会福祉団体
等の活動者、学識

経験者

社会福祉法第４条に規定された地域福祉を推進するため
同法第１０７条による地域福祉計画の策定及び進行管理
を行う。

年２回の推進会議を開催し、地域福祉計画の進捗状況
の確認、次期計画策定に向け検討を行う。

3-01-01 1 366

市民団体や社会福祉団体等の実際の活動
者にも出席いただくことで、多様な視点
からの意見をいただくことができた。引
き続き、同様に会議を開催する。

福祉政策課

23 奈良市民生委員推薦会 審議会・委員会等

民生委員、社会福
祉法人、社会福祉
関係団体、教育関
係者、学識経験者

民生委員・児童委員の候補者の推薦について審議する。
民生委員・児童委員の一斉改選に伴い推薦会を開催し
審議する。

- - 148

民生委員や社会福祉関係団体者にも参加
をいただくことで、慎重かつ円滑な審議
を行うことができた。次回の民生委員・
児童委員一斉改選においても同様に審議
を行う。

福祉政策課

24 奈良市移動等円滑化促進協議会 審議会・委員会等

学識経験者、社会
福祉団体等の代表
者、公共交通事業
者代表者、奈良県
公安委員会職員、
関係行政機関職員

奈良市バリアフリー基本構想に基づくバリアフリーの推
進及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
る法律第２条第２１号に規定する重点整備地区における
特定事業計画について審議する。

移動等円滑化促進地区において面的・一体的なバリア
フリー化の方針を示したマスタープラン（移動等円滑
化促進方針）の策定を行う。

- - 4,654

社会福祉団体や公共交通事業者、行政が
市内におけるバリアフリー化の推進を図
るため、様々な意見を引き出しながらマ
スタープランの策定を行うことができ
た。引き続き、バリアフリー化に向け審
議を進めていく。

福祉政策課

56

32

475

475

80

341

139

16

4233



資料６

25
奈良市介護給付費等の支給に関す
る審査会

審議会・委員会等

医師
作業療法士

精神保健福祉士
福祉施設関係者

障害者総合支援法に基づく市町村審査会を運営。身体・
知的・精神障害者等の障害支援区分を審査判定する。

障害者総合支援法に基づく市町村審査会を運営。身
体・知的・精神障害者等の障害支援区分を審査判定す
る。

3-03-01 1 13,774
専門的な観点から障害支援区分の認定が
行われている。引き続き審査会を開催す
る。

障がい福祉課

26 奈良市障害者計画等策定委員会 審議会・委員会等

学識経験者
社会福祉事業関係者

及び
社会福祉活動関係者

等

障害者基本法に規定する市町村障害者計画等の策定及び
変更並びに実施について調査審議する。

なし 3-03-01 1,2 649

障害者基本法に規定する市町村障害者計
画等について、学識経験者や社会福祉事
業関係者及び社会福祉活動関係者等の
様々な視点からの意見を計画に反映し障
害者等の福祉の増進を図る。

障がい福祉課

27
奈良市予防接種健康被害調査委員
会

審議会・委員会等

奈良市医師会に属
する会員、奈良県
知事が推薦した専
門医師、奈良市保

健所長

予防接種法第５条及び第６条の規定に基づき実施した予
防接種による健康被害の発生に際し、当該事例につい
て、医学的な見地から調査及び審議を行う。

なし - - 44

健康被害の発生に際し、当該事例につい
て、医学的な見地から調査及び審議を行
うため、現状況では特になし。（市民参
画とは相違のため、令和２年度以降対象
外）

健康増進課

28 奈良市感染症診査協議会 審議会・委員会等
医師、弁護士、学

識経験者

結核感染症患者に対して通知、勧告及び入院期間の延長
並びに申請に基づく費用の負担に関し必要な事項を審議
する。

なし 3-06-02 2 1325

当協議会は、１類感染症、２類感染症等
の患者の入院の必要性等について、学術
的、専門的及び法律的観点から審査する
機関である。そのため広く委員を公募で
きるものではなく、医師、弁護士、人権
擁護委員で、構成されており、専門知識
を有する委員の選定に苦慮している。

保健予防課

29 奈良市小児慢性特定疾病審査会 審議会・委員会等 医師 小児慢性特定疾病医療費の支給認定について審査する。 なし - - 250

小児慢性特定疾病の審査基準に当てはま
るかの審査を行うため、専門的な知識を
持った医師でしか審査を行うことができ
ない。そのため、委員の選定に苦慮して
いる。

保健予防課

30 奈良市精神保健福祉連絡協議会 審議会・委員会等
市民団体の活動者

学識経験者

奈良市の精神保健福祉活動の推進を目的に活動を審議す
る。

精神障害者が適切な時期に適切な支援を受けること
で、医療中断することなく治療継続できるよう各関係
機関が連携できる体制を整える。

3-06-01 2 63

専門医や福祉の専門職だけでなく、精神
障害者家族会、いのちの電話協会、心理
学の教授が委員として参加していること
で、より当事者や現場に近い意見をもら
うことができ、事業推進につながってい
る。今後も検討内容に応じた委員の参加
を得ながら審議会を開催する。

保健予防課

31 奈良市感染症対策委員会 審議会・委員会等
学識経験者

関係団体の代表者

感染症の現状分析、感染症対策に係る普及・啓発及び、
感染症対策の評価・計画策定、その他感染症対策の推進
について審議する。

なし 3-06-02 2 98

奈良市の結核、エイズその他の感染症対策に関す
る事項についての審議を行うため平成31年４月1
日から設置されているが、新型コロナウイルス感
染症のため令和２年２月１９日に開催予定であっ
た委員会の開催が中止され委員会の開催ができて
いない。新型コロナウイルス感染症の感染状況を
見ながら今年度開催を実施したい。

保健予防課

32 奈良市難病対策地域協議会 審議会・委員会等
専門医

学識経験者
市民団体の活動者

奈良市の医療・保健・福祉関係機関が有機的に連携し、
在宅療養支援を推進することを目的に審議する。

各関係機関と連絡会や研修会を実施し、難病患者支援
に反映できる体制作りを構築する。

3-06-02 2 65

難病患者の支援について、医療、保健、
福祉、当事者から委員に参加してもら
い、互いの専門性からの意見を聞くこと
ができ、事業推進につながっている。今
後も引き続き、各分野の委員の参加を得
ながら審議会を開催する。

保健予防課

33
奈良市市民共同発電所事業者選定
委員会

審議会・委員会等

学識経験を有する
者、市民活動を行
う者、事業活動を

行う者等

市民共同発電所事業の事業者の選定に関すること等を審
議する。

奈良市市民共同発電所事業補助金の交付申請があった
事業者の事業計画及び採択の可否について審査する。

4-02-01 2 147

令和元年度は1回委員会を開催し、年度当
初に計画していたとおり１件の提案事業
を採択した。令和2年度は現状をふまえ事
業の実施及委員会の開催を見送り、令和3
年度以降に事業の再開を検討していく。

環境政策課

11,844

0

0

926

245

53

0

64

40
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34
奈良市家庭系ごみ収集運搬業務総
合評価審査委員会

審議会・委員会等 学識経験者等
総合評価落札方式による契約手続きのうち、落札者決定
基準の決定及び落札者の決定に当たっての審査を行う。

令和元年度は3回開催とし、家庭系ごみ収集運搬業務
の総合評価落札方式一般競争入札に関する落札者決定
基準の決定、入札参加者から提出のあった業務企画提
案書等のヒアリング、落札者の決定に当たっての審査
を実施する。

4-02-01 2 244

令和元年度は計3回審査委員会を開催し、
家庭系ごみ収集運搬業務の総合評価落札
方式一般競争入札の落札者決定基準の決
定及び落札者の決定の審査を行った。令
和2年度についても引き続き開催を予定し
ている。

環境政策課

35 奈良市巨樹保存等審議会 審議会・委員会等
元大学教授、森林

組合、NPO他
本市の巨樹の指定等に係る事項について審議する。

巨樹の指定申請等がなされる際に、指定の可否等を審
議する。

- - 196

巨樹の指定申請の際は、学識経験者、森林組合、
NPO法人等の参画を想定している審議会に諮るこ
とにより、専門家の観点のみならず、市民感覚を
持った審議を行う審議会の開催を目指す。
（平成２８年度より、巨樹の指定申請がないた
め、当該審議会の開催はなされていない。）

農政課

36 奈良市食育推進会議 審議会・委員会等
NPO、JA、栄養教
諭、大学准教授、

コープ他

本市の食育推進計画の作成及び推進に関する事項につい
て審議する。

2月頃1回開催、推進状況を審議する。 - - 120

活発な意見交換が行われ、得られた声を
庁内連絡会議や奈良市食育ネットと共有
することで、食育事業の参考にすること
ができている。引き続き審議会を開催
し、食育推進計画の策定年度については
審議会の頻度を年2回とし効果ある計画の
策定に役立てる。

農政課

37 奈良国際文化観光都市建設審議会 審議会・委員会等

市民公募委員
関係行政機関
市議会議員

学識経験者等

奈良国際文化観光都市建設審議会は奈良国際文化観光都
市建設審議会条例及び都市計画法第７７条の２第１項及
び第２項のほか奈良国際文化観光都市建設法に基づき市
民公募委員・関係行政機関・市議会議員・学識経験者等
で構成される機関であり、建設計画及び建設事業に関す
ることや本市のまちづくりについての重要な事項に関す
ることについて調査審議しこれらの事項に関して市長に
建議する。

生産緑地地区の変更、六条奈良阪線の都市計画変更、
JR平城山駅車両所の用途地域変更及び公共下水道区域
の変更を審議しこれらの事項に関して市長に建議す
る。

5-01-01 1
1201

市民公募委員、関係行政機関、市議会議
員、学識経験者等幅広い分野の参画者か
らそれぞれの専門分野に沿った意見を聞
くことができ、建設計画や建設事業に関
することや本市のまちづくりについての
重要な調査、審議が行われている。

都市計画課

38 奈良市景観審議会 審議会・委員会等
市民公募委員
学識経験者等

奈良市景観審議会は奈良市付属機関設置条例に基づき、
市民・学識経験者・事業者等で構成される機関であり、
景観の形成、歴史的風土保存区域及び歴史的風土特別保
存地区並びに風致地区の区域内における行為の規制並び
に屋外広告物の規制に関する事項についての調査審議及
び投信並びに建議する。

12回開催予定 5-02-01 1 1252

市民・学識経験者・事業者等幅広い分野
の参画者からそれぞれの専門分野に沿っ
た意見を聞くことができ、景観の形成、
歴史的風土保存区域及び歴史的風土特別
保存地区並びに風致地区の区域内におけ
る行為の規制並びに屋外広告物の規制に
関する事項について、審議が行われてい
る。

都市計画課

39 なら歴史まちづくり推進協議会 審議会・委員会等
市民公募委員
学識経験者等

なら歴史まちづくり推進協議会は地域における歴史的風
致の維持及び向上に関する法律第５条に基づき、市民・
学識経験者で構成される機関であり歴史的風致維持向上
計画の作成及び変更に関する協議並びに計画の円滑な実
施調整及び評価する。

2回開催予定 5-02-01 2 207

市民・学識経験者からそれぞれの専門分
野に沿った意見を聞くことができ、歴史
的風致維持向上計画の作成及び変更に関
する協議並びに計画の円滑な実施調整及
び審議が行われている。

都市計画課

40 奈良市開発審査会 審議会・委員会等 学識経験者

都市計画法に基づき、学識経験者で構成される開発審査
会を設置し、同法第34条第14号の規定に基づく開発行為
に関する審議、同法第50条の規定に基づく審査請求につ
いての裁決等に関して調査審議する。

開発審査会の開催は不定期で、回数も未定。都市計画
法上調査審議を要する開発・建築計画があった場合、
同審査会を開催する。

5-05-01
5-07-01

2
1

483
市民団体の参加もなく、不定期の開催な
ので、令和２年度以降対象外

開発指導課

41 奈良市空家等対策推進協議会 審議会・委員会等 自治連合会会長
空家等対策の推進に関する特別措置法第６条第１項に規
定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施等につ
いての協議を行う。

協議会の会議を開催し、奈良市空家等対策計画に基づ
く施策の成果の報告及び検証を行い、必要に応じて計
画の見直しを行う。

- - 110

様々な組織・団体で構成する協議会によ
り、様々な視点からの意見を聞くことが
でき、事業推進の参考にすることができ
ている。引き続き、協議会にて、奈良市
空家等対策計画の変更等や空き家対策に
関する重要事項の協議を行っていく。

住宅課

42 奈良市青少年問題協議会 審議会・委員会等

関係行政機関の職
員、青少年関係団
体の代表者、学識

経験者

青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策
についての調査審議及び関係行政機関相互の連絡調整

平成７年度以降活動休止中 2-02-01 3 0 平成７年度以降活動休止中
教育委員会地域教育

課

202

20

100

0

201

457

56

177

66
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43 奈良市社会教育委員会議 審議会・委員会等
学校教育、社会教
育、家庭教育の関
係者、学識経験者

社会教育に関して、教育委員会に助言を行う(諸計画の立
案・諮問に対する提言・研究調査)

社会教育委員会議を定期的に実施し、それぞれの活動
報告もあり様々な議論をしながら、社会教育の立場で
教育分野での役割を明確にしていく。また、社会教育
委員に若手を委嘱することで、社会教育委員会議の活
性化を図る。

2-03-01 1 603

社会教育委員会議を定期的に開催し各社
会教育委員の活動内容を共有している。
なお、グループ活動として、社会教育推
進計画に基づいた各課の事業について、
現場の視察等を行いながら課題解決に向
けた助言等をする等の活動も実施してお
り、今後も継続して実施していく。

教育委員会地域教育
課

44 奈良市上下水道事業運営審議会   審議会・委員会等
学識経験者

各種団体の代表者

水道事業・簡易水道事業および下水道事業の運営につい
ての重要事項の調査審議および答申に関する事務を行
う。

なし - - 0 調査審議の必要に応じて開催する。 企業局経営企画課

45
奈良市企業局建設工事総合評価審
査委員会

審議会・委員会等 学識経験者

総合評価落札方式の実施対象となる建設工事において、
専門領域に精通し、豊富な 経験と高い見識を持つものの
意見が必要となる、新技術及び特殊工法等の高度な技術
提案を求める場合奈良市企業局建設工事総合評価落札方
式試行要領に基づき設置し、価格 と技術の両面から最も
優れた入札の申込みをした者を落札者とするための調査
審査を行う。

なし - - 0
令和２年度案件（１件）において、外部
委員の出席なし。
（令和２年度対象外）

企業局水道計画課

46 奈良市社会教育推進懇話会 説明会・意見交換会
学識経験者、学校

教育の関係者
本市における社会教育行政の推進に当たり、外部の視点
からの意見又は助言を求める。

平成28年度に奈良市社会教育推進計画を策定するため
懇話会を3回開催した。令和元年度の開催は予定して
いないが、今後も必要に応じて懇話会を開催する。

2-03-01 1 0
令和元年度開催はしていないが、今後も
必要に応じて懇話会を開催する。

地域教育課

47 上下水道事業懇談会 審議会・委員会等
学識経験者

各種団体の代表者
奈良市企業局の経営に関し、上下水道使用者並びに学識
経験者と広く意見交換を行うため開催する。

下水道使用料改定に伴い、懇談会を開催し、下水道事
業に関する提言を今後の下水道事業経営に反映させ
る。

- - 243

令和元年度は未実施。
今後も定期的に上下水道事業の経営状況
等に関して報告及び意見交換を行ってい
く。

企業局経営企画課

48
第５次総合計画策定に向けたワー
クショップ

ワークショップ
市民、各種団体関

係者等

第５次総合計画及び次期総合戦略を策定するにあたり、
都市の将来像やまちづくりの方向性等について考えるた
め、市民の意見を聴く機会を創出する。

より多くの市民に関心を持ってもらい、質・量ともに
十分な意見を引き出せるよう、内容・日時・回数・開
催場所・プロモーション方法等について検討し、ワー
クショップを実施する。

- -

総合計画策定
支援業務委託
（11,000千
円）の内数

積極的に市民参画を図るため、市民ワークショッ
プ等を開催し、市民の声を総合計画に取り入れる
機会を設け、奈良市をどんなまちにしていきたい
かを発信してもらった。また、ワークショップは
市内の異なるいくつかの会場で行ったため、参加
者の属性も様々となり、多くの年代の意見やその
地域性を反映した意見を聞くことができた。今後
もより良い総合計画の策定や推進に向けた市民参
画を引き続き行っていく。

総合政策課

49 市民意識調査 アンケート調査 市民

市政に対する評価、市が取り組んでいる重点施策に対す
る認識及び市民ニーズ等を把握するため、市政に対する
包括的な意識調査を行い、今後の市政のあり方について
検討するための基礎資料とする。

住民基本台帳から無作為に抽出した市民約3,000人を
対象として調査を実施する。郵便にて送付し、回答は
書面の他、インターネットでも受け付ける。また、調
査結果の取りまとめ及び分析を行う。

- - 2,600

令和元年度調査では前回までの調査項目を整理
し、今後も市民意識の経年比較ができるよう調査
票を設計した。また、インターネット回答の導入
により、若年層の回答率を向上させることができ
た。今年度は次回以降の意識調査にも協力が得ら
れるよう、活用事例をHP上で公開するなど本調査
が施策の効果検証・改善に活用されていることを
示していく。

総合政策課

0

総合計画策定
支援業務委託
（11,000千
円）の内数

2,196

516

0

0

0


